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本研究は国土交通省の報告書にある全国で入手可能な公共交通の運行状況および自動車に関する情報を

用いて国勢調査のメッシュ単位で買い物，医療機関および公共機関へのアクセシビリティを用いた．この

指標をメッシュから行政地区のモビリティに換算したうえで，７５歳以上の介護保険サービス利用との関

連性を検討した．アウトカム指標として介護保険サービスの利用を用いて、階層ロジスティック回帰モデ

ルを用いて分析を行った．その結果公共交通では診療所や病院へのアクセシビリティが，自動車のアクセ

シビリティは診療所，病院および最寄り品の買い物先へのアクセシビリティがそれぞれ介護保険サービス

の利用に影響を与えることが明らかになり，高齢者の健康にかかわる活動に地域の交通環境が影響を与え

ていることが示された．
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１．はじめに

移動は日常生活における様々な活動の基礎とな

るが，高齢者は加齢に伴い，自分での自動車の運転

が難しくなり，足腰が弱くなることにより長距離の

歩行が困難になっていくなどして自発的な移動能力

が低下していく．このときに居住地域周辺の公共交

通を含めた交通環境が十分でない場合，移動の利便

性が低くなり高齢者の外出頻度に影響を与える可能

性がある．外出機会が減少することによって，高齢

者の閉じこもりを招く可能性があり，そのような状

態は要介護状態に陥る可能性を高めることなどが考

えられる．要介護状態のときに，自発的な移動が困

難になると介護サービスの利用状況にも影響を及ぼ

すと考えられる．

高齢者の介護サービスについては 2000 年に介護

保険制度が開始された．要介護認定者数は平成 23

年には 507万人となり，高齢人口の増加に伴い年々

増加傾向にある 1)．年齢階級別でみると，被保険者

における要介護・要支援認定を受けた人の割合は，

65～74 歳は 4.2%であるのに対し，75 歳以上では

29.2%と後期高齢者になるとその割合が大きく増加

している 2)．このような背景の中で，介護が必要と

される後期高齢者は，公共サービスの利用に移動の

利便性が影響する可能性が高く，特に介護保険サー

ビスの利用について，世帯の問題だけでなく，地域

のアクセシビリティが影響するのかどうかを検証す

ることで，地域交通サービスのレベルを，介護保険

の利用という側面から考えることが可能になる．

本研究は，地域の交通利便性をアクセシビリティ

という具体的な数値として指標化して地域の外出の

容易さを示し，自治体が実施した 75歳以上の要介護

高齢者の介護保険サービス利用状況のデータを用い

て，アクセシビリティ指標が介護保険サービスの利

用に影響を与えているかを検証した．

２．利用データの概要

(1) アクセシビリティ

地域の交通利便性を表す指標として，アクセシビ
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リティ指標を用いる．従来さまざまな形で提案され

てきたアクセシビリティ指標であるが，本研究で用

いたアクセシビリティ指標は，国土交通省の報告書
3）に記述されている方式に従って算出した指標であ

る．そこでは出発地を居住地，目的地を人々の日常

生活に必要な活動場所として，医療施設，買物施設，

行政施設と設定し，これらの施設をさらに規模や用

途によってそれぞれ 2 つに分類した 6 分類を目的地

として設定した．

アクセシビリティ指標を算出する際には，1 つの

出発地につき一般化費用が低い 2 つの施設の立地す

るメッシュの中心点を目的地とする．これは選択肢

を最低限複数確保することが重要であることと，一

つの対象施設が近くにあろうとも，２つ目の代替施

設が遠い場合には，アクセシビリティは低いとする

ためである．この 2 つの目的地の合成した「期待最

小費用」に，それが正の値になるような定数を加え

た値を，あるメッシュのアクセシビリティ指標とし

ている．移動手段は公共交通機関を利用した場合と

自家用車を利用した場合の 2通りで算出している．

具体的な算出式は公共交通機関利用時が式（1），自

家用車利用時は式（2）の通りである．

i：出発地

ＡＭi：メッシュ iの公共交通機関利用時のアクセシ

ビリティ指標

ＡＣi：メッシュ iの自動車利用時のアクセシビリテ

ィ指標

1iTM ：公共交通利用時の出発地 i から 1 番目に一

１般化費用の小さい目的地までの一般化費

用（単位：分）

2iTM ：公共交通利用時の出発地 i から 2 番目に一

般化費用の小さい目的地までの一般化費用

（単位：分）

1iTC ：自動車利用時の出発地 iから 1番目に一般化

費用の小さい目的地までの一般化費用（単

位：分）

2iTC ：自動車利用時の出発地 iから 2番目に一般化

費用の小さい目的地までの一般化費用（単

位：分）

θ：目的地選択のための分散パラメータ

（ Mθ ＝0.0162、 Cθ ＝0.0159）

α：定数項（α＝43.6）（単位：分）

 この指標の特色は全国で比較算出可能とするため

に，全国で共通して利用可能なデータのみで計算が

可能な点である．具体的な数値は国土交通省の研究

会において価値総研が国勢調査のメッシュをベース

として試算され，比較等が行われている．

本研究ではこのように国勢調査メッシュ別に試

算されたアクセシビリティ指標を自治会の地区別へ

の変換を行った．変換方法としては，メッシュ別で

表されたアクセシビリティ指標を面積の割合で比重

をとり，行政上の地区別に加重平均を取って地区の

アクセシビリティ指標とした．その後，地区別で表

したアクセシビリティ指標を，自治会の区域の人口

の割合で比重をとり，該当自治会連合区域の指標と

して表した．この値を各自治会連合区域別のアクセ

シビリティ指標とした．また，目的地の設定は医療

施設として診療所と病院，買物施設として最寄品（食

料・医薬品店・コンビニ），行政施設かとして行政窓

口の 4分類に限定し試算されている．

 以上の想定のもと，対象地域のＡ～Ｙで示される

25 自治会区域別のアクセシビリティ指標を試算し

た結果について，公共交通機関利用時が図 1，自家

用車利用時が図 2に示されている．

アクセシビリティは分の単位で示されるため，小

さな方がよりアクセシビリティが高いことになる．

この結果からは，公共交通では平均値としてのアク

セシビリティが自動車と比較して低く，また地域ご

とのばらつき大きい一方，自動車によるアクセシビ

リティは地域ごとの差が小さく，ほぼすべての地域

で 30以下になっている．特に公共交通での病院への

アクセシビリティはその平均値が高いだけでなく，

地域ごとのばらつきも大きく，地区の特性が明確に

表れている．

図 1 公共交通機関利用時のアクセシビリティ指標

図 2 自家用車利用時のアクセシビリティ指標
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(2) 介護保険サービスの利用

高齢者の介護保険サービスの利用状況は，研究対

象とした自治体の社会福祉協議会が実施した見守り

高齢者特定のために実施された調査結果を用いた．

この調査は平成 19年度～平成 23年度の 5年間の間

行われた横断調査であり，その累積データを用いた．

調査の目的は，見守りが必要となる高齢者を特定す

ることであり，75歳以上の在宅高齢者を対象とした

調査である 4）．その目的から，市内在住で調査期間

中に 3 カ月以上の長期入院，施設入所している方は

対象から除外されている．調査初年度の平成 19年度

は 75歳以上全員，平成 20～23 年度は前年度調査か

ら調査年度に新たに 75 歳となった人および市内に

転入してきた人が含まれ，合計 24,488人から回答を

得ることができ，「家族介護を受けている」と回答し

た 2566 人（10.4％）を本研究の分析対象者とした．

家族介護を受けている方の中で，どういった要因で

介護保険サービスを利用しているかを分析すること

となる．

３．実証分析

(1) 分析手法

2 章で示したアクセシビリティ指標と介護保険サ

ービスの利用状況の関係性を分析する手法として階

層ロジスティック回帰モデルを用いた．ロジスティ

ック回帰分析とは，二項分布に従う変数の統計的回

帰モデルの一種で，式（3）に示される．ここで用い

たアウトカム指標としては，介護保険サービスの利

用であり，「1：現在介護保険サービスを利用してい

る」と，「0：現在利用していない/検討している」の

2値変数である．

このアウトカムの説明変数としては，先に述べた

ように，居住地における公共交通機関または自家用

車を利用した場合の診療所，病床施設をもつ病院，

最寄品店（食料・医薬品店・コンビニ），行政窓口ま

でのアクセシビリティ指標を用いた．その他には世

帯構成，日常生活動作（ADL）自立度，かかりつけ医

の有無，社会関係（近所付き合い，相談できる人の

有無），経済面，住環境面の不安の有無といった個人

レベル変数が用いられている．  ADL 自立度とは，

食事，排泄，歩行・移動，入浴・着替え，歯磨き・

義歯の手入れの 5項目について，「一部介助／全介助」

を 1点，「自立している」を 0 点とし，合計 0～5点

で得点をつけ，得点が高いほど ADL自立度が低いと

した指標である．これらの個人レベル変数と地区レ

ベル変数を同時に用いているために，その階層構造

を考慮して階層ロジスティック回帰モデルを用いた．

ここで導入した階層は第 2 レベル（上位レベル）を

地区レベル変数（25個）と第 1レベル（下位レベル）

を個人レベル変数とし同時推計を行った．そして地

域レベル変数の分散が大きいことを考慮し， 個人の

サービス利用にどの程度関連があるのかの分析を行

った．有意水準は 95％とした．

 i=1,…,n

(2) パラメータ推定結果

家族介護を受けている対象者のうち,1857 人

（73.2％）が介護保険サービス利用していた．世帯

構成別における介護保険サービスの受給者は，単独

世帯で 85.1％，高齢者のみの世帯で 67.8％，65 歳

未満家族同居世帯では 72.7％であった．

表 1 は公共交通機関のアクセシビリティ指標を用

いた場合の結果であり，表 2は自家用車によるアク

セシビリティを用いた場合の分析結果である．公共

交通機関を用いた場合のアクセシビリティ指標と介

護保険サービス利用との関連では，診療所までのア

クセシビリティ（オッズ比 0.92，95％信頼区間 0.87

－0.97），病院までのアクセシビリティ（オッズ比

1.05，95％信頼区間 1.03－1.06），最寄店へのアク

セシビリティ（オッズ比 1.10，95％信頼区間 1.02

－1.19）が統計的に有意であった．自家用車を用い

た場合のアクセシビリティ指標と介護保険サービス

利用との関連では，病院までのアクセシビリティ（オ

ッズ比 1.08，95％信頼区間 1.03－1.13）のみが統計

的に有意であった．

これらの結果からは，公共交通のアクセシビリテ

ィは病院のみならず様々な施設へのアクセシビリテ

ィが介護保険の利用について有意に影響を与えてい

る一方，自家用車については病院へのアクセシビリ

ティだけであり，大きく違いが表れた．個人の特性

では性別では女性が利用する割合が高いこと，ADL

自立度の多寡さ，かかりつけ医の存在，同居家族の

有無などが介護保険サービス利用に大きな影響を与

えている．

４．まとめ

本研究では，75歳以上の要介護高齢者の介護保険

サービス利用をアウトカム指標として，地域特性と

しての公共交通機関と自家用車によるアクセシビリ

ティ指標に基づいて，地域間の差異を考慮した階層

ロジスティック回帰モデルを用いて分析を行った．

その結果，公共交通機関を用いた場合では目的地が

診療所・病院・最寄品，自家用車を用いた場合では

目的地が病院へのアクセシビリティ指標が，介護保

険サービスに影響を及ぼしていることが判明した．

この結果からは，75歳以上の要介護高齢者が自宅に

おいて介護サービスを受けるには，診療所など身近

に利用できる医療施設までの交通利便性が高いこと
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表 1 公共交通機関を用いた場合のアクセシビリテ

ィ指標と介護保険サービス利用との関連

が望ましい環境条件と考えられる．他方で，介護保

険サービスを受給しておらず，家族による介護のみ

を受けている後期高齢者にとっては，入院施設をも

つ病院や食料や医療品などの小売店・コンビニへの

移動のアクセシビリティが自動車と公共交通では，

自動車によるアクセシビリティがそれほど介護保険

サービスに影響しないことから，すでに要介護状態

になっている人は自動車の利用率が低く，活動にあ

まり影響を与えないと考えられる．

今後は，高齢者の健康状態や自立度などの個人特

性自体と交通機関によるアクセシビリティとの利便

性との関係についても検討の必要があると考えられ

る．
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変数
オッズ比

（95％信頼区間）
ｐ値

アクセシビリティ

 診療所 0.92 (0.87-0.97) 0.001
 病院 1.05 (1.03-1.06) <0.001
 最寄品 1.10 (1.02-1.19) 0.02
 行政窓口 0.99 (0.97-1.02) 0.64
個人レベル変数

 ADL自立度 1.50 (1.41-1.59) <0.001
 かかりつけ医の

有無
3.40 (2.06-5.60) < 0.001

 年齢 1.01 (0.99-1.03) 0.19
 性別 1.46 (1.19-1.79) < 0.001

 世帯構成

65歳未満同居

高齢者のみ世帯

単独世帯

1.00
0.94(0.75-1.18)
3.29(2.38-4.5)

0.59
<0.001

切片 0.01(0.00-0.50) <0.001
尤度比 －1241.5

変数
オッズ比

（95％信頼区間）
ｐ値

アクセシビリティ

 診療所 0.87 (0.69-1.10) 0.24
 病院 1.08 (1.03-1.13) 0.002
 最寄品 1.16 (0.79-1.69) 0.44
 行政窓口 1.00 (0.90-1.10) 0.94
個人レベル変数

 ADL自立度 1.50 (1.41-1.59) <0.001
 かかりつけ医の

有無
3.35 (2.03-5.55) < 0.001

 年齢 1.01 (0.99-1.03) 0.20
 性別 1.47 (1.19-1.80) < 0.001

 世帯構成

65歳未満同居

高齢者のみ世帯

単独世帯

1.00
0.94(0.75-1.18)
3.27(2.36-4.53)

0.59
<0.001

切片 0.03(0.01-0.18) <0.001

尤度比 －1240.5


